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第 4 に、地域間取引は公害が集中する地域、すなわち、Hot Spot 問題を引き起こしかね
ないと懸念されている。したがって、排出権取引市場が実際にこの問題を引き起こしたの
かについて分析することは興味深い。 
分析に用いられたデータは、1994 年から 2000 年までの期間中に行われた排出権の私的
取引である2。1994 年から 2000 年までに、約 1 万 2 千件、約 1 億単位の SO2 排出権3が取
引されたが、これらの取引はすべて EPA が管理する排出権の追跡システム、すなわち
Allowance 追跡システム（Allowance Tracking System、以下 ATS と略す4）に登録されて
いる。すべての取引は、あらかじめ開設された口座間で行われるが、取引番号、購入者情
報（口座番号、代表者の名前、プラントの名前、プラントの所在地等） 、販売者情報（口座





3  これは Allowance と呼ばれるものである。 
4 Allowance とは、1 年間 1 トンの SO2 の排出を可能にする、一種の排出権であり、ATS
とは、 Allowanceの初期配分、 保有、 控除、 移転等、 Allowanceの生成から消滅まで、 Allowance
の一生を追跡するシステムである。詳しくは、本稿の第３章２節を参照されたい。 －4－ 

















                                                  
5  このように、 共通点を有しながらもまったく性質の異なる制度がなぜ誕生したのかについ
て理解するためには、 制度の歴史的進化のプロセスを考察しなければならない。 本稿では、
これに関する詳細な考察は行わない。ただし、Credit Program の代表的な事例である排出














































                                                  
6  この制度の理論的基礎については、Coase（1959, 1960） 、Dales（1968） 、Montgomery
（1972） 、Tietenberg(2000, 2001)、Colby（2000）を参照されたい。なお、大気資源、水
資源、水産資源の管理分野で実際に利用されてきた排出権制度の事例については、新澤
（1997） 、Tietenberg（2000, 2001） 、Colby（2000）を参照されたい。 
7 Dales（1968） －6－ 


















つの制度に分けることができる。一つは Credit Program であり、もう一つは Allowance 
Program である。 
  Credit Program は、まず、各々の規制対象が達成すべき排出削減の法的義務がベースラ




Credit は市場で取引され、新設される排出源がこの Credit を利用することができる。その

















  他方、Allowance Program は、従来の直接規制とは完全に決別している9。まず、環境資
源への Access 権の総量が定められる。大気汚染問題の場合、大気に排出される汚染物質の

















                                                  
9  ここで言う直接規制とは、従来の command and control 規制である。すなわち、規制当
局が個別の排出源に対して排出削減の具体的方法（例えば、best available technology の採
用規制）及び排出量や排出濃度（排出量の何％削減や汚染物質濃度の許容値の設定）につ
いてきめ細かいルールを策定し、それを個別の排出源に強制するような政策を直接規制と
いう言葉で表現した。 したがって、 直接規制との決別が有する意味は、 command and control
的な直接規制との決別であって、規制当局が何の介入もせず、すべてのことを排出源に委
ねるという意味としては使われていない点に注意しなければならない。Allowance 
Program においては、 実際に、 規制当局の役割は非常に重要である。 Cap の設定、 allowance
の配分、モニタリングやエンフォースメント等、この制度が有効に機能するために必要な
規制当局の役割は決して過小評価されてはならない。このようなきちんとした制度的枠組













しかし、現在までの排出権は Property Right としての法的地位を獲得するには失敗して
いる。例えば、アメリカの大気浄化法改正法（1990）は、酸性雨プログラムによって配分
される Allowance が Property Right でないことを明記している10。この理由は、規制当局
及び環境保護主義者の反発が強かったからである。環境資源をめぐる状況が変化したとき、










                                                  
10  大気浄化法は以下のように規定している。”An allowance under this title is a limited 
authorization to emit sulfur dioxide…Such allowance does not constitute a property.” 
11 Goodin（1994） 、Sandel（1997） 
12 Sax（1970） 




る議論として参考になる論文としては、Coase（1959,  1960）及び Dales（1968）を参照
されたい。また、法学者の議論としては、Reich（1964）を参照されたい。この伝統は、貴
重な資源に対する管理権を政府が有し、それを政府の裁量権に基づいて配分する管理シス




（5）  初期配分ルール 
 







用の実績に基づいて Access 権を配分する。第４は、Auction のルールである。 








（6）  取引可能性（transferability） 
 




  しかし、Access 権の市場取引は様々な問題を引き起こす。Access 権の市場取引が引き起
こす問題には、Access 権の集中とそれに伴う市場の歪み、第３者への外部不経済効果、コ
ミュニティへの悪影響などが含まれている。 
  アメリカの酸性雨プログラムは、Access 権の集中に伴う問題に対応するために、EPA が






16 Tietenberg（2000） 。これは New Source Bias と呼ばれるものである。 －10－ 
余分の Allowance を保有し、新規排出源に供給するメカニズムを用意している。また、供

















（regional clean air incentives market）政策は、南海岸大気管理局（South Coast Air 
Quality Management District）によって実施された。カリフォルニア州やチレの水資源管
                                                  
17  アメリカ酸性雨プログラムにおいては、第３者への悪影響をコントロールするために、
連邦政府が Allowance の取引に介入する仕組みは用意されていない。 原則的に、 Allowance
の取引は自由である。しかし、アメリカの大気浄化法が提供するガバナンス・システム













18  １９８０年代に実施されたガソリンへの鉛添加権取引制度（The Lead Phase-out 


































して、SO2 の排出濃度を 1.2 パウンド／100 万 Btu20に制限すると共に、なおかつ、排出量








                                                  
19 SO2 対策の歴史的展開や酸性雨プログラムが導入されるまでの政治的状況に関しては、
Joskow and Schmalensee（1998）及び Stavins（1998）を参照されたい。 









れてきた。オンタリオ州には数多くの湖があるが、1960 年代から 70 年代にかけて、殆ど
の湖はいわゆる「生態死」の状況に追い込まれてきた。 
このような状況から脱却するために、1985 年、カナダ政府は硫黄酸化物を 10 年間で半
減させる長期計画に取りかかり、 最初の 5 年間で 40％削減を達成した23。 しかし、 問題は、
酸性雨の原因となる大量の硫黄酸化物が隣のアメリカからカナダに飛来してきたというと
ころにあった。カナダ環境省の 1980 年の推定によると、アメリカ内で年間排出される硫黄
酸化物は約 2000 万トンであったが、そのうち、320 万トンが国境を越えてカナダに降り注
いできたという。したがって、カナダ内部での国内対策だけでは、酸性雨被害を食い止め
ることができないことが明らかになった。 







対策への要請は大気浄化法の改正による新しい政策導入を求めていた。 その結果、 1990 年、
大気浄化法は大幅に改正され、アメリカの大気政策の歴史でも画期的な新しいプログラム
が誕生するようになった。それがアメリカ酸性雨プログラム（The U.S. Acid Rain 
Program）である。 
                                                  
21  １９９０年頃、酸性雨の原因物質のおよそ３分の２は、1970 年以前に設置された施設か
ら排出されたと言われている。Joskow and Schmalensee（1998）を参照されたい。 
22  カナダの酸性雨被害の歴史的展開及び米・加間の酸性雨論争に関しては、石弘之（1992）
を参照されたい。 
23  石弘之（1992） 、219 頁。 －14－ 
表 3-1：アメリカ SO2 対策の歴史的展開 
区分  政策変化の主要内容 
１９７０年の
改正 
SO2 の全国的な大気中濃度基準（national maximum standards for ambient concentrations of SO2）の
設定 
州政府は連邦政府の濃度基準を達成する義務を負っている 
New Source Performance Standard（NSPS）の実施（１９７１年） 。既存の排出源に適用される濃度基準
より新規施設に適用される濃度基準を大幅に強化した政策。石炭を燃料にする新規施設の場合、１.２パウ




















を保護する議員達の反対（Just Say No 政策）によって法律として成立するには至らなかった。 
このようなジレンマを解決するために、 １９８８年登場したブッシュ政権は 「市場による環境問題の解決」




資料：Joskow and Schmalensee（1998）から筆者作成 －15－ 
（2）  制度設計の特徴 
 
1970 年と 1977 年の同法の改正とは違って、1990 年の改正法は規制の対象になる発電所
に幅広い柔軟性 （flexibility） を与えた。 このような柔軟性はいわゆるCap and Trade System
によって可能になった。 
 







②  対象排出源 
 
プログラムの対象排出源は発電所である。このプログラムは 1995 年から 1999 年までの
第１期（Phase  Ⅰ）と 2000 年から 2009 年までの第２期（Phase  Ⅱ）から構成されてい
る。第１期における対象排出源は石炭を使用する 263 個の発電施設（unit）であった。そ












図 3-1：規制対象 Unit の分布 
 
資料：EPA Online, http://www.epa.gov/airmarkets/cmap/mapgallery/index.html 
 
③  全国的なキャップ（national cap）の設定 
 
1990 年の改正法は、2000 年までに、1980 年の SO2 排出量を基準にして、1000 万トン




   
④  Allowance の初期配分 
 
この数量目標は発電施設に Allowance を配分する方法によって達成される。問題は初期
配分の具体的なルールである。 アメリカ酸性雨プログラムは Grandfathering という配分ル
ールを採用している。すなわち、過去の排出量の実績に比例して Allowance を配分するの
である。 具体的にいうと、 Allowance の初期配分量を決める要因は二つある。 第１の要因は、
基準排出濃度（emission rate）である。第１期の酸性雨プログラムでは、100 万 Btu 当た－17－ 
り 2.5 パウンド、すなわち、2.5 パウンド／100 万 Btu の排出濃度が適用された。第２期に
おいては、1.2 パウンド／100 万 Btu が適用され、より厳しい排出削減が求められた。
Allowance の初期配分に影響するもう一つの要因は発電施設の投入熱量である。 酸性雨プロ





⑤  Auction 市場 Allowance の初期配分 
 
しかし、Auction 市場を通じた Allowance の配分メカニズムも存在する24。EPA は
Allowance 総量の約 2.8％を排出施設から拠出して Auction 市場で販売する。 Allowance の
販売から得られる収益は拠出に参加した発電施設に再配分される。もちろん、拠出した
Allowance の比率に比例して収益は配分される。したがって、EPA が実施する Auction 市







Allowance を円滑に供給できない場合に、Auction 市場は新規参入者に Allowance を配分
するメカニズムとして機能する。いずれも Allowance の私的取引市場が完全競争的ではな
く市場支配力を持つ発電施設によって価格が操作されたり、電力産業への参入障壁として
利用されたりする危険性を反映している26。さらに、Allowance の Auction 価格は先行価格
の役割を果たし、 Allowance の私的取引市場における価格形成のガイドラインとして機能す
ることが期待されている。 
Auction 市場には二つのタイプがある。 一つは Spot Auction であり、 もう一つは Advance 
                                                  
24 Auction 市場の他、EPA の保有する Allowance が配分される二つのメカニズムが存在す
る。第１は、EPA が認証する削減施設を設置する場合、追加的な Allowance の配分が得ら
れる。第２は、電力消費者のエネルギー効率の向上や再生可能なエネルギーの生産によっ
てSO2を削減した場合 （conservation and renewable energy reserve） 、 追加的なAllowance
の配分が得られる。 
25 EPAはChicago Board of Trade (CBOT)にAuctionの実施を委任している。 したがって、
実際の Auction の組織者は CBOT である。 
26 1996 年以降に運転を開始する発電施設には無償の Allowance は配分されない。 これらの
施設は、 EPA の Auction 市場や Allowance の私的取引市場から Allowance を購入しなけれ
ばならない。 －18－ 
Auction である。Spot Auction 市場においては、当該年度に遵守目的で利用される
Allowance が取引される。 一方、 Advance Auction 市場において取引される Allowance は、
７年間遵守目的に利用することができない。ただし、他の主体に販売することはできる。 
 
⑥  Allowance の取引 
 
以上のようなルールによって配分された Allowance の使い道は三つある。第１に、発電
施設が SO2 を排出するために Allowance を利用する。毎年の年末に、発電施設は実際に排
出した SO2 の量と同量の Allowance を EPA に提出しなければならない。提出された
Allowance は市場から撤退される。 したがって、 発電施設は自分が保有している Allowance
を実際に排出した排出量に割り当てることができる。第２に、実際の排出量が保有する
Allowance より少ない場合、その差分の Allowance は次期の排出のために貯蓄することが
できる。これはバンキング（banking）と呼ばれるものであり、Allowance の将来利用を可
能にし、現在追加的に汚染物質を削減するインセンティブを与える。第３に、差分の
Allowance は、バンキングではなく、Allowance 市場で販売することができる。 
Allowance の取引には何の制約も加えられていない。したがって、誰にどれだけの
Allowance を販売するか、また、誰からどれだけの Allowance を購入するかという意思決
定は、すべて、発電施設に委ねられている。さらに、この市場には発電施設だけでなく他
の経済主体も参加できるようになっている。 したがって、 Allowance の価格上昇を期待する
投資家による Allowance の保有、排出総量（Cap）のさらなる削減を狙う環境組織による
保有も認められている27。 誰でも Allowance の口座を開き、 Allowance の取引市場に参加で





⑦  Allowance 追跡システム 
 
ATS は、まるで銀行のように、様々な主体の Allowance 保有、Allowance の主体間の移
転を追跡するシステムである。このシステムは EPA によって管理されている。まず、
Allowance の取引市場に参加する主体は Allowance の口座 （Account） を開設しなければな
らない。Allowance の口座には二つの種類がある。一つは Unit 口座であり、もう一つは
General 口座である。 
Unit 口座は規制対象の発電施設（Unit）が保有する口座であり、初期配分される
Allowance はこの口座に入る。また、遵守目的で利用された Allowance はこの口座から控
                                                  




して Allowance を売買することができる。Allowance を市場から撤退させることを狙う民
間の環境組織はこの口座を利用して Allowance を購入することができる。 
ATS が追跡する項目は以下のとおりである。 
 
¾  Allowance の発行（初期配分） 
¾  各口座別 Allowance の保有 
¾  EPA が保有する他の多様な Allowance Reserves（例えば、EPA Auction and Sale 
Reserve, Conservation and Renewable Energy Reserve 等）の保有 
¾  遵守（compliance）目的に利用された Allowance の控除 
¾  口座間の Allowance の移転 
 
要するに、ATS は Allowance の生成から移転・消滅まで、Allowance の一生を追跡するシ
ステムである。 
ATS は Allowance 市場において決定的に重要な役割を持っている。第１に、EPA は規制
対象の発電施設の規制遵守状況をモニタリングすることができる。ATS には、各 Unit 口座
の Allowance 保有量が登録されているので、実際の排出量と Allowance の保有量を比較す
ることによって規制の遵守状況を容易に確認することができるのである。 




一言でいうと、 ATS は一種の Allowance 銀行の役割を果たしている。 すべての Allowance
の保有、移転、控除は ATS に登録され、取引は ATS に開設されている口座を通じて行われ
る。実際、本稿の分析対象となる 1994 年から 2000 年までの私的取引に関する情報はすべ
て ATS から得られたものである。 
 




                                                  
28  しかし、取引価格は ATS に登録されない。また、Forward Settlement や Option 契約な
ど、将来に Allowance が移転される取引は ATS に登録する義務がないため、これらの取引




もし、 モニタリングされた排出量と同量の Allowance が EPA に提出できない施設につい
ては、厳しい罰則が加えられる。まず、違反した SO2 の１トンあたりに 2000 ドルの罰金
が徴収される。また、違反した部分については次期に削減が求められる。 
 




成している。また、1000 万トンから 1100 万トンのバンキングが発生している。さらに、
費用削減効果は予想以上であるといわれている。1990 年の法改正以前の段階での予測によ






4． Allowance の私的取引の形態別分類 
 




  EPA は Allowance の取引形態を幾つかの基準に基づいて分類している。まず、取引形態
を分類する上で最も重要な基準は、 その取引が経済的に統合された組織29内で行われたかど
うかである。もう一つの分類基準は取引にかかわっている口座の種類である。すなわち、




（1）  経済的に統合された企業組織内の取引 
 





がこのタイプの取引に分類される。特に、Unit 口座から Unit 口座への移転がこのタイプ
の重要な要素である。また、General 口座から Unit 口座への移転もこのタイプに分類され
る。同一企業組織内の Unit 間の取引であっても、General 口座への Allowance の移転はこ
のタイプに分類されない。Unit 口座への移転だけがこのタイプに分類される。 




   Unit  B* 
   Unit 口座 General 口座 
Unit  A* 
Unit 口座  Intra-Utility Reallocation 
General 口座  Intra-Utility Reallocation 
*Unit A と Unit B は同一企業組織に属するものである。 
資料：EPA による分類に基づき、筆者作成 
 
  Unit 口座に保有される Allowance は規制の遵守目的で利用されるのが普通である。その
ため、このタイプの取引は、同一企業組織内の Unit の間で、汚染削減活動を再配置する効
果をもたらす。 すなわち、 Unit A の Unit 口座から Unit B の Unit 口座への移転は、 Unit B
の汚染削減活動を Unit A に移転する効果を持つ。また、General 口座から Unit 口座への
移転は、移転先の Unit の排出量を増加させる効果を持つが、移転元の General 口座への





②  Reallocation 
 
  このタイプの取引は、Intra-Utility と同様に、同一企業組織に属する Unit 間で行われる
Allowance の移転である。 Intra-Utility と異なる点は、 移転先が Unit 口座ではなく General




  General 口座に保有される Allowance は、主に、将来の規制遵守目的（バンキング）及
び他の口座への販売目的で保有されるものである。そのため、このタイプの取引は、企業
組織全体の汚染物質の純削減という効果をもたらす。すなわち、Unit A の Unit 口座から




（2）  経済的に独立した企業組織間の取引 
 
①  Inter-Utility 
 
  このタイプの取引は、経済的に独立した企業組織に属する Unit 間で行われる Allowance
の移転である。すなわち、Unit A の Unit 口座あるいは General 口座から Unit B の Unit
口座あるいは General 口座への Allowance の移転は Inter-Utility 取引である。もちろん、
Unit A と Unit B はそれぞれ経済的に独立した企業組織に属するものである必要がある。 
  このタイプの取引がもたらす環境的及び経済的効果は移転先の口座が Unit 口座なのか
General 口座なのかによって異なる。第 1 に、Unit 口座から Unit 口座への移転は、汚染
削減活動の企業間の再配置という効果をもたらす。第 2 に、Unit 口座あるいは General 口
座から General 口座への移転は、汚染物質の排出量の純削減という効果をもたらす30。第 3






②  Broker / Trader to Utility 
 
  Allowance の取引には様々な情報が必要である。販売者、購買者、取引価格、他の取引の
条件などについて情報を収集し、取引を円滑に行うように仲介する仲介業者の役割の重要
性は、Allowance 市場において、ますます増加していると思われる。このタイプの取引は、
仲介業者を介在して行われる Allowance の取引である。仲介業者は General 口座しか開設
できないので、仲介業者の General 口座から規制対象 Unit の General 口座あるいは Unit
口座への移転、及び、その逆の移転がこのタイプに分類される。 
 
③  Fuel to Utility 
 
  このタイプの取引は、燃料会社の General 口座から規制対象 Unit の General 口座ある
いは Unit 口座への Allowance の移転である。また、その逆の移転もこのタイプに分類され
る。   
 
                                                  
30  ただし、General 口座から General 口座への移転による排出量の純削減は、Unit 口座か
ら移転元の General 口座に移転された Allowance の取引のみに発生する効果である。 －24－ 
④  その他 
 
  上記以外のすべての取引はその他として分類される。仲介業者と仲介業者（B to B） 、仲










   Unit  B* 
仲介業者 燃料会社 
個人及び




Unit 口座  Inter-utility Inter-utility U to B  U to F  U to O 
General 口
座 
Inter-utility Inter-utility U to B  U to F  U to O 
仲介業者  B to U  B to U  B to B  B to F  B to O 
燃料会社  F to U  F to U  F to B  F to F  F to O 
個人及び民間団体  O to U  O to U  O to B  O to F  O to O 
*Unit A と Unit B は経済的に独立した企業組織に属する。 
資料：EPA による分類に基づき、筆者作成 －25－ 
5． Allowance の私的取引の実際 
 
  本章では、 アメリカ酸性雨プログラムによって導入された Allowance 市場における取引の
実際について解説する。 
 
（1）    私的取引の推移 
 
  SO2 の Allowance 市場は順調な成長ぶりを見せている。アメリカ酸性雨プログラムの第
１期は 1995 年から 1999 年までであるが、 実際に Allowance の取引が開始されたのは 1993
年であった。取引が開始された翌年の 1994 年から 2000 年までの期間を対象にして、
Allowance の取引量及び取引件数の推移を見ると、両者は順調な成長を続けてきた。 
  2000 年末現在までに移転された Allowance の総単位数（累積値）は約１億１千万単位を
超えている。1994 年の移転単位数は約 920 万単位であったが、その数は年々増えつづけ、
2000 年の移転単位数は 3,000 万単位を超えるようになり、毎年 Allowance 市場を通じた
Allowance の取引が活発に行われていることが読み取れる。 
取引件数を見ると、 2000 年末現在までに、 約１万 2,000 件を超える取引が行われた。 1994
年の取引件数は僅か215件に過ぎなかったのに対し、 取引件数も年々増加しつづけてきて、
2000 年度の取引件数は約 4,700 件に及んだ。 
一方、 2000 年までに約 4,300 万単位の Allowance が経済的に独立した企業組織間で移転
された。 全体の約４割を占めている。 1994 年、 約 90 万単位 （全体取引の約１割） の Allowance
が企業間の取引であったが、2000 年には、約 1,300 万単位（全体取引の約２３％）が企業
組織間で移転された。 取引件数で見ても、 企業組織間の取引の成長振りは同様である。 2000
年までに、7,357 件（累積値）の取引が独立した企業組織間で行われた取引であり，全体の
約６割を占めている。1994 年には、僅か 66 件（全体の約３割）の取引が行われただけで
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資料：ATS から得られたデータをもとに筆者作成 －27－ 









基づいて、1994 年から 2000 年までに行われた取引を分類し、その環境的及び経済的意味
合いを吟味してみたい。 
  ATS には Allowance の移転を伴うすべての取引が登録されるが、１件の取引ごとに、取
引番号、購買者情報、販売者情報、移転単位数、取引日付、移転される Allowance の有効
年度（Vintage Year） 、地域情報などがすべて記録されている。1994 年から 2000 年まで行
われた取引件数は約１万 2,000 件であるが、この取引をそれぞれの取引形態に分類し、
Allowance の単位数及びその割合をまとめたものが表５－１と表５－２である。 
   －28－ 
表 5-1：取引の形態別分類（単位数） 
 
      U A   G A   不 明 *   総計 
Intra 
UA  3,269,713  12,184  0 
5,266,894 
GA  458,581  4,217  1,522,199 
Reallocation 
UA  704,203  27,739,987  0 
60,431,442 
GA  5,676,915  12,284,011  14,026,326
企業組織内取引  10,109,412 40,040,399  15,548,525 65,698,336 
Inter 
UA  302,456  1,597,480  0 
12,331,340 
GA  643,914  6,747,044  3,040,446 
B to B  GA  0  707,003  0  707,003 
B to F  GA  0  276,809  0  276,809 
B to O  GA  0  62,848  0  62,848 
B to U  GA  1,489,796  7,894,941  2,163,665  11,548,402 
F to B  GA  0  209,087  0  209,087 
F to F  GA  0  46,920  0  46,920 
F to O  GA  0  21,337  0  21,337 
F to U  GA  148,338  883,843  447,235  1,479,416 
O to U 
UA  167,979  3,081,170  0 
3,624,434 
GA  0  319,098  56,187 
U to B 
UA  0  3,841,180  0 
11,851,405  GA  0  6,484,908  0 
不明  0  1,525,317  0 
U to F 
UA  0  281,441  0 
1,411,224  GA  0  737,219  0 
不明  0  392,564  0 
U to O      0  74,192  0  74,192 
企業組織間取引  2,752,483  35,184,401  5,707,533  43,644,417 
総計  12,861,895 75,224,800  21,256,058 109,342,753 





      U A   G A   不 明   総計 
Intra 
UA  3.0  0.0  0.0 
4.8 
GA  0.4  0.0  1.4 
Reallocation 
UA  0.6  25.4  0.0 
55.3 
GA  5.2  11.2  12.8 
企業組織内取引  9.2  36.6  14.2  60.1 
Inter 
UA  0.3  1.5  0.0 
11.3 
GA  0.6  6.2  2.8 
B to B  GA  0.0  0.6  0.0  0.6 
B to F  GA  0.0  0.3  0.0  0.3 
B to O  GA  0.0  0.1  0.0  0.1 
B to U  GA  1.4  7.2  2.0  10.6 
F to B  GA  0.0  0.2  0.0  0.2 
F to F  GA  0.0  0.0  0.0  0.0 
F to O  GA  0.0  0.0  0.0  0.0 
F to U  GA  0.1  0.8  0.4  1.4 
O to U 
UA  0.2  2.8  0.0 
3.3 
GA  0.0  0.3  0.1 
U to B 
UA  0.0  3.5  0.0 
10.8  GA  0.0  5.9  0.0 
不明  0.0  1.4  0.0 
U to F 
UA  0.0  0.3  0.0 
1.3  GA  0.0  0.7  0.0 
不明  0.0  0.4  0.0 
U to O      0.0  0.1  0.0  0.1 
企業組織間取引  2.5  32.2  5.2  39.9 
総計  11.8  68.8  19.4  100.0 
資料：ATS から得られたデータをもとに筆者作成 －30－ 
①  企業組織内取引 
 
  まず、企業組織内の Unit 間で行われた取引は全体の約６割を占めている。この点はすで
に述べたとおりである。しかし、企業組織内の Unit 間で行われる取引は、さらに、




総量は変化しないと考えられる。一方、Reallocation 取引は、移転先 Unit がバンキングや
Allowance の販売目的で行う取引であり、排出の純削減という効果が発生する。 
  企業内の Unit 間で移転された Allowance の総単位数は約 6,600 万単位であるが、 そのう
ち、約 6000 万単位は Reallocation 取引を通じて移転された。企業内取引の９割が
Reallocation 取引である。 Reallocation 取引をさらに詳しく見ると、 Unit 口座から General
口座へ移転された Allowance の単位数が約 2,800 万単位で、General 口座から General 口















  企業組織間で行われた取引単位数は約 4,400 万単位であり、全体の約４割を占めている
が、そのうち、Inter-Utility 取引及び仲介業者を介在した規制対象 Unit 間の取引（B to U
及び U to B）が約 3,600 万単位であり、企業組織間取引の約８割を占めている。したがっ
て、企業組織間の取引においても、規制対象 Unit が Allowance の主な取引主体であること
が分かる。 しかし、 規制対象Unit間の取引のうち約６割は仲介業者を介在した取引であり、
約４割だけが Unit 間の直接な交渉によって行われた。 
                                                  
31  企業組織間取引には、便宜上、規制対象 Unit 以外の取引主体、すなわち、仲介業者、燃
料会社、個人及び民間団体の取引も含まれている。 －31－ 
  一方、その他の取引主体による Allowance の取引状況を見ると、その規模は非常に小さ
く、全体の取引の中で占める割合も非常に低いことが分かる。特に、個人及び民間団体に
よる Allowance の購入量は僅か 16 万単位であり、 企業組織間取引の 0.4 を占めているに過
ぎない。 





 第2 に、Allowance 市場の発達の上で、仲介業者の役割が非常に重要である点が上げら
れる。 企業組織間取引のうち 6 割は仲介業者を介在した取引であった点はすでに述べたが、
























6．  私的取引の地域構造 
 








（1）  私的取引の地域構造分析のフレームワーク 
 
  まず、ここでいう地域とは州である。一つの州の中には酸性雨による被害が集中する地




  また、General 口座から General 口座への Allowance の移転は分析の対象から除外され
る。なぜなら、General 口座は特定の規制対象 Unit と関わる口座でないからである。その




  そこで、本節では以下のようなタイプの取引を対象にしている。 
 
¾  Unit 口座→Unit 口座 
¾  Unit 口座→General 口座 
¾  General 口座→Unit 口座 
 
  これらの取引は以下のようなマトリックス（以下では地域取引マトリックスと呼ぼう）
にまとめる。Sijは、州 i に所在する規制対象 Unit から州ｊに所在する規制対象 Unit に移
転された Allowance の単位数である。一方、Sｇｊは、General 口座から州ｊに所在する規
制対象 Unit に移転された Allowance の単位数である。また、Sigは、I に所在する規制対象
Unit から General 口座に移転された Allowance の単位数である。 －33－ 
  したがって、 （Ii－Sii）は州 I 以外の地域に所在する規制対象 Unit から州 i に所在するす
べての規制対象 Unit に移転された Allowance の単位数を表す。 （Oｊ－Sjj）は州ｊに所在す
るすべての規制対象 Unit から他の州に所在する規制対象 Unit に移転された Allowance の
単位数を表す。一方、Ig及び Ogは、General 口座への移転及び General 口座からの移転を
表す。 
   －34－ 
表 6-1：地域取引マトリックス 
 
    移 転 先  
移転元       
Unit 口座 
General 口座  合計 
州１  州２ 
Unit 口座 
州１ S １１ S １２ S １ｇ  O1 
州２ S ２１ S ２２ S ２ｇ  O2 
General 口座 S ｇ１ S ｇ２ S ｇｇ  Og 
合計 I １  I2  Iｇ   
資料：筆者作成 
 
以上の地域取引マトリックスを作成することによって以下の点が分析できる。 第 1 には、

















PI)　＝ 地域の汚染集中度（  
 
J 地域の汚染集中度の分母は、各州に流入した Allowance のうち、地域内取引を除いた
すべての取引の合計である。分子は、J 地域に流入したすべての Allowance のうち、地域
内取引を除いたものである。したがって、汚染集中度とは、排出量の増加を伴う取引で、
かつ、州の境界線を越えて行われる Allowance の移転の分布を表すものである。この指標
からどの州に Allowance が集中的に移転されるのかという点が明らかになる。 
  しかし、この指標は各州間の相対的な汚染集中度であるに過ぎない。そのため、この指
標を利用して、特定地域における排出量の時間的経過を把握することはできない。特定地
域における排出量の時間的展望を行うためには、 当該地域に流入した Allowance （規制対象
Unit の Unit 口座に流入したもの）と当該地域から流出した Allowance（規制対象 Unit の
Unit 口座から流出したもの）とを相互比較する必要がある。すなわち、J 地域に所在する
規制対象 Unit の Unit 口座に流入したネットの Allowance 単位数（Iｊ－Oj）を見ることに
よって、プログラムの実施期間中（1995 年から 1999 年まで）に当該地域における排出量－35－ 
の増減の程度を把握することができる。 
     
（2）  私的取引の地域構造の実際 
 
  1994 年から 2000 年まで行われた Allowance の私的取引のうち、General 口座から
General 口座への移転は約 4,000 万単位であり、 それを除いたすべての取引は約 6,000 万単
位であった。後者の取引は、汚染物質排出量の地域間再配置あるいは削減を伴う取引であ










区分  取引単位数  比率 
Unit 口座から 
Unit 口座へ 
地域内取引  3,930,949  6.6 
地域間取引  2,040,829  3.4 
小計  5,971,778  10.0 
General 口座から Unit 口座へ  9,268,927  15.4 
Unit 口座から General 口座へ  44,766,903  74.6 
計  60,007,608  100.0 
資料：ATS から得られたデータをもとに筆者作成 
 
  一方、殆どの取引は地域内取引であるか General 口座との取引である。その中でも、
General 口座との取引の割合が圧倒的に多いことが特徴である。すなわち、規制対象 Unit
から General 口座への移転の割合 （74.6％） 及び General 口座から規制対象 Unit への移転
の割合（15.4％）が Unit 間の移転の割合（10％）より高いのである。このデータが意味す
るのは、規制対象 Unit による積極的な汚染削減が実施されてきたという点であろう。すな
わち、積極的な排出削減の結果として発生する未使用の Allowance が General 口座に活発
に移転されたのである。 －36－ 
図 6-1：Allowance 取引の実際 
 
資料：EPA Online, http://www.epa.gov/airmarkets/cmap/mapgallery/index.html －37－ 
  その結果、殆どの地域において、地域から流出した Allowance 単位数が地域に流入し





着実な SO2 の削減という成果をもあげているのである。 
 

































































































































   －38－ 
図 6-3：各州における SO2 排出量の推移 
資料：EPA Online, http://www.epa.gov/airmarkets/cmap/mapgallery/index.html 
 －39－ 
図 6-4：各州に於ける NOｘ排出量の推移 
 
資料：EPA Online, http://www.epa.gov/airmarkets/cmap/mapgallery/index.html －40－ 






図 6-5：アメリカ東部地域における大気中の SO２濃度 
 
 











ものである。以下の表は上位 10 位までの州における汚染集中度をまとめたものである。 
 
表 6-3：汚染集中度（上位 10 位まで） 
州  WV  KY  CA  OH  IL  MD  AL  IN  SC  PA 
汚染集中度  18.2 17.5  17.1 12.6 12.4 9.9  3.2  2.9  2.0  1.5 
資料：筆者作成 
 
この表から明らかなように、 殆どの Allowance は上位 10 位までの州地域に移転されてい













である。ニューヨーク州及び隣接した州には the Adirondack Mountains、 the Catskill 
Mountains  、the Hudson Highlands 等の森林があり、ニューヨークの人たちにとって酸
性雨は解決を待っている切実な問題であった。 
  第３に、2000 年 5 月、ニューヨーク州では、風上地域（中西部の 15 州）への Allowance











  この法律は 1997 年７月州知事の George E. Pataki によって提案されたものであるが、
この法律の提案に際して、州知事は以下のように述べている。 
 
"Like most New Yorkers, I was extremely concerned when I learn just 
recently that for the last decade LILCO has been selling sulfur dioxide 
allowance to Mid-West companies that produce the acid rain that has 
ravages New York's environment, especially sensitive areas such as the 
Adirondacks, Catskills and Hudson Highlands,・ ・ ・This legislation will build 
in strong protections for our by prohibiting the sale of sulfur dioxide 
allowances to out-of-state sources whose emissions would increase acid rain 
damage within our borders,・・・In addition, the legislation for the first time 
would require the Department of State to license the brokers who buy and 
sell these allowances, while opening the process to full public disclosure."33 
 
1998 年４月、ニューヨーク州政府と LILCO（Long Island Lighting Company）との間
である協定が結ばれた。その協定によって、LILCO は、今後、風上地域の 15 州34で規制遵






                                                  
33  ニューヨーク州政府の報道資料から。 
34  New York, New Jersey, Pennsylvania, Maryland, Delaware, Virginia, North Carolina, 
Tennessee, West Virginia, Ohio, Michigan, Illinois, Kentucky, Indiana , Wisconsin。 －43－ 
図 6-6：生態的に弱い地域 
 
資料：EPA Online, http://www.epa.gov/airmarkets/cmap/mapgallery/index.html 
 
 
1984 年、ニューヨーク州は、"State Acid Deposition Control Act" (SADCA)を制定し、
既存の排出源に SO2 の削減を求めた。さらに、新規の排出源には NOｘの削減も求めた。
また、本法律に基づいて、ニューヨーク州の環境保全省は、酸性沈殿物（acid deposition）
の濃度を計測するネットワーク（the New York State Acid Deposition Network）を構築し
た。環境保全省は、硫黄沈殿物（sulfate deposition）の環境的閾値（ETV：Environmental 
Threshold Value）を 20 キログラム／ヘクタールに設定しているが、計測ネットワークの
測定値とこの基準を比較分析することによって、環境の状態を常に把握している。 
観測ネットワークは 1987 年 1 月 1 日に公式的にスタートした。観測サイトは、1987、
88，89，90、91、94 年に追加され、1999 年現在、20 個の観測サイトがある。 
観測サイトは、タイプ 1，2，3 があるが、タイプ 1 は最も進んだ観測装備を備えているサ
イトで、4 サイトがある。タイプ 2 は、継続的モニタリングが可能なサイトで 6 サイトがあ
る。タイプ 3 は、その他のサイトで 10 サイトがある。 －44－ 
図 6-7：ニューヨーク州の観測ネットワーク 
 















































































































































































































































































































































ある。これは、アメリカの酸性雨プログラムによってカバーされる規制対象 Unit の NOｘ
排出量が全体の 3 分の 1 に過ぎず、規制対象から外れている排出源が数多く存在している
からである。特に、移動汚染源（mobile sources）による NOｘ排出が多くの割合を占めて
いる。 
  第２に、酸性雨プログラムが実施された 1995 年を境にして、硫黄酸化物に起因する環境
指標が大きく改善されてきたという点である。すなわち、1995 年以前と 1995 年以降の平
均的な濃度を比べてみると、確かに改善が見られる。 
  以上の事実から、ニューヨーク州における酸性雨問題の主な原因物質は SO2 ではなく
NOｘであるということが明らかになる。特に、1995 年以降の硫黄酸化物の濃度改善は酸
性雨プログラムの一つの重要な成果であることが言えるだろう。さらに、この事実から、－48－ 




  実際、ニューヨーク州に影響を与える 15 州への Allowance の移転を見ると、WV、KY、
CA、OH、IL、MD、IN、PA 州への移転が目立っている。15 州全体でみると、74.8％の割
合を占めている。したがって、州内取引を除いた州間取引の 74.8％がニューヨーク州に影
響を与える地域に移転された。しかし、このような Unit 間の州間取引量は約 200 万単位に
過ぎず、排出に影響を与える約 6,000 万件の取引のおよそ 3.4％を占めているに過ぎない。
殆どの取引は主に州内取引であり、 さらに、 殆どの州で流入量より流出量が多いのである。
また、1994 年から 2000 年までの間に、ニューヨーク州では他の州との取引実績が皆無で
あり、自由な市場取引が Hot Spot 問題を引き起こしたとはとても思われない。 












7．  おわりに 
 
  以上の分析から得られた結論をまとめると、以下のとおりである。 
 第 1 は、 Allowance の取引市場は、 規制対象 Unit が、 必要なときに、 必要な量の Allowance
を市場から調達することができるほどの十分な深さを確保しているという点である。毎年
の取引量は年々増加しつづけてきて、2000 年には 3,000 万単位を超える取引が行われた。
プログラムの第 2 期における初期配分量が 895 万単位であるという点を考慮すると、この
ような取引量は、 規制対象Unitの規制遵守に十分な柔軟性を与えると判断してよいだろう。  
 第2 は、Allowance 市場の深さは十分であるのに対し、市場の広さはまだ十分に確保さ










減少している。 州間取引の内容を見ても、 北東部に大きな影響を与える地域への Allowance
の集中現象は発生していない。これは、すでに述べたように、州間取引がまだ十分に発達



































とはできない。 逆に、 Allowance が排出源に与える一定の権利は強く保護されていた。 また、





 第4 に、Allowance の私的取引市場の活性化はこの制度の成功に決定的に重要な意味を
有している。本稿でのデータ分析から分かるように、比重は低いながらも Auction 市場が
存在したこと、 Allowance の取引を仲介する仲介業者が活発に活動し、 その結果、 Allowance
の取引にかかるコストを削減したこと、そして、市場への参加主体の範囲が非常に広く設
定されたオープンな市場であり、 Allowance の取引に対する制約が過去に実施された制度よ
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